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１ はじめに 

 地方公共団体の会計制度は、１年間の現金の収支に着目した「現金主義・単式

簿記」が採用されています。この制度は、予算の適正な執行管理を行う上では優

れた会計制度であり、地方公共団体の会計処理には適しているといえます。 

 しかし、この制度では、現時点までに積み上げられた資産や負債の残高が把握

できないほか、現金の動きを伴わないコストについては把握できないといった問

題が指摘されています。 

そこで国は、「新地方公会計制度」として、「資産・債務の適切な管理」「財務情

報の分かりやすい開示」などを目的に、地方公共団体にも民間企業などで用いら

れる「発生主義・複式簿記」による財務書類の作成・公表を求めています。 

 

 

２ ２つのモデル 

「新地方公会計制度」では、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つ

のモデルが示されています。 

「基準モデル」では、すべての固定資産について公正価値による評価を行い、

固定資産台帳を整備する必要があります。また、個々の会計取引に複式簿記の考

え方を導入することを前提としています。一方、「総務省方式改訂モデル」では、

従来の決算情報を活用し、段階的に固定資産台帳を整備することが認められてい

ます。 

木津川市では、システム改修などの初期費用が抑えられ、全国的に採用数が多

く団体比較が行いやすい「総務省方式改訂モデル」を採用しています。 
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３ 財務書類４表とは 

財務書類４表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資

金収支計算書」の４つの財務書類のことを言います。 

  

（１）貸借対照表 

「貸借対照表」とは、自治体が住民サービスを提供するために保有してい

る資産（土地、建物、道路、基金など）がどれだけあり、その資産をどのよ

うな財源（負債・純資産）で取得してきたかを示した財務書類です。 

「負債」は将来世代の負担として、「純資産」は現在までの世代の負担と

して右側に示され、左側には「資産」が示されます。左右が必ず一致するこ

とから、バランスシートとも呼ばれます。 

 （２）行政コスト計算書 

「行政コスト計算書」とは、１年間に提供された行政サービスにどのくら

いコストがかかったのかを表す財務書類です。人にかかるコスト（人件費な

ど）や物にかかるコスト（光熱水費など）、福祉サービスなどのように資産の

形成につながらない行政コストから、その対価として得られた使用料や手数

料などを差し引いたものが純粋な行政コスト（純経常行政コスト）となり、

「地方税」や「地方交付税」といった一般財源などでまかなわなければなら

ないコストを示します。 

「行政コスト計算書」は、行政サービスの提供に伴う受益者負担（使用料

など）が適正かどうかなど、行政サービスを見直す資料としても活用できま

す。 

 

（３）純資産変動計算書 

「純資産変動計算書」とは、「貸借対照表」の「純資産」がこの１年間で

どのように変動したかを示す財務書類で、現在までの世代が負担してきた金

額の増減がわかります。 

また、経常的なコストに対して、地方税や地方交付税など、受益者負担以

外の経常的な財源がどの程度使われているかを知ることができます。 

 

（４）資金収支計算書 

資金収支計算書とは、現金の動きを「経常的収支の部」、「公共資産整備収

支の部」、「投資・財務的収支の部」の３つに分けて表した財務書類です。 

どのような活動にどれくらいの資金を必要としているかが分かります。 
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４ 財務書類４表の関係 

財務書類４表は下図のように結びついており、それぞれが影響を及ぼしあって

います。 

○貸借対照表○貸借対照表○貸借対照表○貸借対照表

 資　産 資　産 資　産 資　産  負　債 負　債 負　債 負　債

公共資産

学校、道路、上下水道などの土地や施設

投資等

流動資産

財政調整基金など

○資金収支計算書○資金収支計算書○資金収支計算書○資金収支計算書 ○純資産変動計算書○純資産変動計算書○純資産変動計算書○純資産変動計算書

　期首資金残高 　期首純資産残高

± 経常的収支 　△ 純資産の減少

± 投資・財務的収支 　＋ 純資産の増加

地方税、地方交付税など

○行政コスト計算書○行政コスト計算書○行政コスト計算書○行政コスト計算書

　＋ 経常行政コスト

人件費

物件費

社会保障給付など

　△ 経常収益

事業収益

保険料

分担金・負担金など

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト

 純資産 純資産 純資産 純資産

±

　期末資金残高　期末資金残高　期末資金残高　期末資金残高

　純経常行政コスト　純経常行政コスト　純経常行政コスト　純経常行政コスト

「これからの世代の負担」「これからの世代の負担」「これからの世代の負担」「これからの世代の負担」として

将来返す必要があるもの

「これまでの世代が負担」「これまでの世代が負担」「これまでの世代が負担」「これまでの世代が負担」してきた

今後返す必要のないもの
現金現金現金現金

投資や出資、貸付金、基金など

公共資産整備収支

　期末純資産残高　期末純資産残高　期末純資産残高　期末純資産残高
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５ 財務書類の対象範囲 

木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や水道事業な

どの公営企業など、さまざまな特別会計があり、市民のみなさんに密接にかかわ

る事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務

組合や第３セクターなど、市が負担金を支出したり、出資を行っている団体もあ

ります。 

これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木

津川市全体の財務状況を把握することができます。

※　財産区に係る特別会計及び加茂笠置組合は連結の対象外です。

連結財務書類の範囲連結財務書類の範囲連結財務書類の範囲連結財務書類の範囲

京都地方税機構水道事業会計

相楽郡西部塵埃処理組合
一般会計

京都府市町村職員退職手当組合

特別会計特別会計特別会計特別会計 京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

市全体市全体市全体市全体 一部事務組合・広域連合一部事務組合・広域連合一部事務組合・広域連合一部事務組合・広域連合

国民健康保険山城病院組合

公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

その他その他その他その他

国民健康保険特別会計 相楽中部消防組合

相楽郡広域事務組合　

木津川市公園都市緑化協会

木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

木津川市ボランティア基金

学研都市京都土地開発公社

後期高齢者医療特別会計

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合

介護保険特別会計

京都府後期高齢者医療広域連合

京都府自治会館管理組合

普通会計普通会計普通会計普通会計

連連連連 結結結結

○「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」の関係○「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」の関係○「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」の関係○「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」の関係

負 債

行政コスト計算書　

　純資産変動計算書

資 産

経常行政コスト

経常収益

貸借対照表　

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト

純資産
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６ 財務書類の分析 

 

（１）普通会計 

ここでは、財務書類のうち普通会計について分析していきます。 

 

① 貸借対照表 

貸借対照表の各数値を前年度と比較してみると、まず「資産合計」が増加

しているのが分かります。これは、木津南中学校の開校や木津中央地区新設

小学校の用地取得、梅美台小学校の増築などにより、減価償却による資産の

減少（施設の老朽化）よりも資産の整備が進んだことを示しています。 

この傾向はここ数年続いており、市街地の開発が進む本市の特徴であるこ

とが分かります。 

一方で、「純資産合計」が微増にとどまっているのに対して「負債合計」

が大きく増加しています。資産の形成がどの程度純資産によって行われてい

るかを示す「純資産比率」が減少していることからも、資産の整備により将

来世代の負担が増加していることが分かります。 

そのほかには、流動資産の「その他」が増加していますが、これは「財政

調整基金」の積立によるものです。また、「地方債」については、新規借入を

返済額の範囲内に抑えたことから、減少していることが分かります。 

 

 

    

○　貸借対照表　－普通会計－○　貸借対照表　－普通会計－○　貸借対照表　－普通会計－○　貸借対照表　－普通会計－ （単位：千円）

(1) 有形固定資産 (1)

(2) 無形固定資産 (2)

(3) 売却可能資産 (3)

(4)

(1) ２　流動負債２　流動負債２　流動負債２　流動負債

(2) (1) 翌年度償還地方債

(3) (2) 短期借入金

(4) (3)

(4)

(1) (5)

(2)

(3)

４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定

（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率） 71.72%71.72%71.72%71.72% 72.56%72.56%72.56%72.56% -0.84%-0.84%-0.84%-0.84%

1,763,2391,763,2391,763,2391,763,239資産合計資産合計資産合計資産合計 130,231,929130,231,929130,231,929130,231,929 1,763,2391,763,2391,763,2391,763,239 負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計

その他 4,142,939 275,796 純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 増減増減増減増減平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度

歳計現金 620,817 △ 119,833

未収金 79,801 △ 23,722 1,575,6971,575,6971,575,6971,575,697

4,843,5574,843,5574,843,5574,843,557 132,241132,241132,241132,241 232,4204,711,3164,711,3164,711,3164,711,316

740,650

103,523

1,242

35,249,82535,249,82535,249,82535,249,825

賞与引当金

その他

その他 △ 32,425 △ 3,995 122,151 42,090

長期延滞債権 344,844 △ 157,985

△ 28,430

投資及び出資金 800,345 2,765,3132,765,3132,765,3132,765,313 135,813135,813135,813135,813

37,170

２　投資等２　投資等２　投資等２　投資等 8,756,8448,756,8448,756,8448,756,844 △ 15,783△ 15,783△ 15,783△ 15,783 その他

365,774 △ 144,431 退職手当引当金 4,255,310510,205

１　公共資産１　公共資産１　公共資産１　公共資産 116,631,528116,631,528116,631,528116,631,528 1,646,7811,646,7811,646,7811,646,781 １　固定負債１　固定負債１　固定負債１　固定負債 34,060,20934,060,20934,060,20934,060,209 1,439,8841,439,8841,439,8841,439,884

資産の部資産の部資産の部資産の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 増減増減増減増減 負債の部負債の部負債の部負債の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 増減増減増減増減平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度

114,984,747114,984,747114,984,747114,984,747

8,772,6278,772,6278,772,6278,772,627

800,345

502,829

平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度

32,620,32532,620,32532,620,32532,620,325

4,218,140

2,629,5002,629,5002,629,5002,629,500

128,468,690128,468,690128,468,690128,468,690

3,867,143

128,468,690128,468,690128,468,690128,468,690

36,825,52236,825,52236,825,52236,825,522

130,231,929130,231,929130,231,929130,231,929

4,185,192長期未払金

△ 696,989

2,085,489

116,265,754 114,474,542 1,791,212

2,099,703

地方債 25,619,707 26,316,696

231,178

80,061

基金等 7,644,080 7,497,883 146,197 2,410,742 2,318,261

３　流動資産３　流動資産３　流動資産３　流動資産

92,481

未払金

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計

負債合計負債合計負債合計負債合計

93,406,40793,406,40793,406,40793,406,407 93,218,86593,218,86593,218,86593,218,865 187,542187,542187,542187,542
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② 行政コスト計算書 

前年度と比較すると、「純経常行政コスト」が大きく増加しています。内

訳で見ますと、「物件費」「社会保障給付」「補助金等」が主な要因であること

が分かります。これは、「物件費」では、共同化基幹系システムの導入、クリ

ーンセンター整備経費、小学校教科書改訂経費、住基法改正に伴うシステム

改修など、「社会保障給付」では、生活保護費、子ども手当、障害者福祉費な

ど、「補助金等」では、子宮頚がん等ワクチン接種助成、山城病院負担金、民

間保育園入所児童委託料、相楽郡広域事務組合負担金などによるものです。 

また、「減価償却費」については行政コストの約１２．５％を占めており、

施設の老朽化が進んでいることが分かります。 

 

○　行政コスト計算書　－普通会計－○　行政コスト計算書　－普通会計－○　行政コスト計算書　－普通会計－○　行政コスト計算書　－普通会計－ （単位：千円）

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率） 6.36%6.36%6.36%6.36% 6.76%6.76%6.76%6.76% -0.40%-0.40%-0.40%-0.40%

1,384,1571,384,1571,384,1571,384,157

19,098,32619,098,32619,098,32619,098,326

増減増減増減増減

4,225,9544,225,9544,225,9544,225,954

6,049,6026,049,6026,049,6026,049,602

175,862

3,169,4153,496,284 326,869

187,817 11,955

88,76488,76488,76488,764

6,399,2536,399,2536,399,2536,399,253 349,651349,651349,651349,651

382,228

3,360,050 388,220

2,715,152 10,827

10,400,76510,400,76510,400,76510,400,765 784,991784,991784,991784,9919,615,7749,615,7749,615,7749,615,774

2,704,325

2,971,830

645,277645,277645,277645,277 54,12454,12454,12454,124

4,029,991

269,144

2,344,809

591,153591,153591,153591,153

△ 8,046

597,715

2,486,216 141,407

142,280 △ 126,864

654,905

505,248

20,482,48320,482,48320,482,48320,482,483

85,905

△ 57,190

148,075 62,170

21,760,01321,760,01321,760,01321,760,013 1,277,5301,277,5301,277,5301,277,530

729,252

20,375,74220,375,74220,375,74220,375,742 1,277,4161,277,4161,277,4161,277,416

1,384,2711,384,2711,384,2711,384,271 114114114114経常収益合計経常収益合計経常収益合計経常収益合計

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト

その他

４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト

支払い利息

その他

３　保険料

４　事業収益

５　その他

２　分担金・負担金・寄附金

１　使用料・手数料

他会計への支出

786,556 57,304

２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト

物件費

維持補修費

減価償却費

３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト

497,202

補助金等

社会保障給付

１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト

4,412,219

経常費用合計経常費用合計経常費用合計経常費用合計

4,314,7184,314,7184,314,7184,314,718

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度
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③ 純資産変動計算書 

期末純資産残高を比較すると、平成２３年度の１年間で純資産が１億８，

７５４万円増加していることが分かります。純資産の減少要因である「純経

常行政コスト」は大きく増加していますが、宅地開発などによる「地方税」

の増加や、算定基礎となる国勢調査数値の更新に伴う「地方交付税」の増加

により、将来世代へ一定の蓄積ができたと言えます。しかし、貸借対照表で

みたように、負債（将来世代への負担）が大きく増加していることに注意が

必要です。 

 

 

④ 資金収支計算書 

経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」は約４０億円の余剰となって

おり、公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」は約１０億円の不足、基

金積立や地方債の償還に伴う「投資・財務的収支」も約３１億円の不足とな

っています。 

「経常的収支」の余剰（主に地方税や地方交付税などの一般財源）により、

「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまかなっていること

が明らかになり、「経常的収支」の余剰が多いほど財政に弾力性があると言え

ます。 

本年度は「当年度資金増減額」がマイナスとなっていますが、これは、平

成２２年度において国の補正予算により創設された臨時交付金にかかる繰越

事業が多くあったため、多額となっていた繰越金を当年度中に消化したこと

によるものです。 

「公共資産整備支出」が大きく減少しているのは、前年度において木津駅

東地区の整備や庁舎周辺街路の拡幅、学校給食センターの建設、なごみ保育

園の増築など、多くの公共資産整備があったことによるものです。 

○　純資産変動計算書　－普通会計－○　純資産変動計算書　－普通会計－○　純資産変動計算書　－普通会計－○　純資産変動計算書　－普通会計－ （単位：千円）

その他 1,425,221

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高 93,406,40793,406,40793,406,40793,406,407 187,542187,542187,542187,542

△ 24,8901,450,111

補助金等受入 4,613,140 △ 25,443

地方交付税 5,738,305 452,0735,286,232

4,638,583

93,218,865 1,029,111

地方税 8,748,180 40,847

（財源調達）

8,707,333

平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度

92,189,754

△ 19,098,326

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 増減増減増減増減

純経常行政コスト △ 20,375,742 △ 1,277,416

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高

45,178

93,218,86593,218,86593,218,86593,218,865

資産評価替・無償受入等 38,438 △ 6,740
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○　資金収支計算書　－普通会計－○　資金収支計算書　－普通会計－○　資金収支計算書　－普通会計－○　資金収支計算書　－普通会計－ （単位：千円）

１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支

人件費

物件費

社会保障給付

その他支出

支出合計

地方税

地方交付税

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収入合計

２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支

公共資産整備支出

その他支出

支出合計

国県補助金等

地方債発行額

その他収入

収入合計

３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支

基金積立額

地方債償還額

その他支出

支出合計

公共資産等売却収入

その他収入

収入合計

3,926,544 3,803,056 123,488

1,392,954 1,683,308 △ 290,354

3,989,6043,989,6043,989,6043,989,604 4,832,8244,832,8244,832,8244,832,824 △ 843,220△ 843,220△ 843,220△ 843,220

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

3,496,284 3,169,415 326,869

4,222,332 4,114,001 108,331

8,732,087 59,489

18,112,488 16,795,385 1,317,103

4,412,219 4,029,991 382,228

5,981,653 5,481,978

△ 1,019,678△ 1,019,678△ 1,019,678△ 1,019,678 △ 1,275,157△ 1,275,157△ 1,275,157△ 1,275,157 255,479255,479255,479255,479

22,102,092 21,628,209 473,883

218,859 323,311 △ 104,452

2,257,014 3,079,528 △ 822,514

686,596 835,527 △ 148,931

2,475,873 3,402,839 △ 926,966

499,675

2,249,558 2,123,097 126,461

5,738,305

3,155 429 2,726

5,286,232 452,073

8,791,576

1,456,195 2,127,682 △ 671,487

448,799 519,455 △ 70,656

320,800 772,700 △ 451,900

△ 3,089,759△ 3,089,759△ 3,089,759△ 3,089,759 △ 3,525,949△ 3,525,949△ 3,525,949△ 3,525,949 436,190436,190436,190436,190

668,853 △ 229,657

2,318,262 2,248,827 69,435

485,338 795,144 △ 309,806

439,196

84,482 78,696 5,786

3,242,796 3,712,824 △ 470,028

31,71831,71831,71831,718 △ 151,551△ 151,551△ 151,551△ 151,551

68,555 108,179 △ 39,624

153,037 186,875 △ 33,838

620,817620,817620,817620,817 740,650740,650740,650740,650 △ 119,833△ 119,833△ 119,833△ 119,833

当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額

期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高

期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高

740,650740,650740,650740,650 708,932708,932708,932708,932 31,71831,71831,71831,718

△ 119,833△ 119,833△ 119,833△ 119,833
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（２）普通会計と連結 

ここでは、連結財務書類を、これまで見てきた普通会計のものと比較する

ことにより、その特徴を分析します。 

 

① 貸借対照表 

連結で見ますと、資産合計、負債合計、純資産合計ともに普通会計の約１．

６倍となっています。内訳を見てみると、「資産」では「水道事業」「下水道

事業」の保有する「有形固定資産」が主なものとなっており、「負債」では「下

水道事業」「病院事業」の占める割合が大きくなっています。 

一般的に、公営企業が行政サービスを提供するためには設備などの投資が

必要であり、その財源をどうしても負債に頼らざるを得ず、負債の割合が高

くなる傾向があります。「下水道事業」では施設の整備段階にあることからそ

の傾向が大きくなっており、「山城病院組合」では建設時の多額の負債が残っ

ていることからその傾向はより顕著となっています。一方、「水道事業」では

負債の割合が低くなっていますが、これは施設建設時の負債について使用料

での回収が進んでおり、施設の管理運営段階にあるためです。 

そのほかでは、「投資及び出資金」が０．０７倍となっていますが、これ

は普通会計から第三セクターなどへの出資金が、連結財務書類では内部取引

として相殺されるためです。また、「長期延滞債権」が２．２３倍となってい

るのは、国民健康保険税にかかる長期延滞債権を計上したためです。「歳計現

金」や「未収金」「未払金」は「水道事業」「山城病院組合」で計上されるも

のが主となっています。 

    

○　貸借対照表　－普通会計と連結－○　貸借対照表　－普通会計と連結－○　貸借対照表　－普通会計と連結－○　貸借対照表　－普通会計と連結－ （単位：千円）

(1) 有形固定資産 (1)

(2) 無形固定資産 (2)

(3) 売却可能資産 (3)

(4)

(1) ２　流動負債２　流動負債２　流動負債２　流動負債

(2) (1) 翌年度償還地方債

(3) (2) 短期借入金

(4) (3)

(4)

(1) (5)

(2)

(3)

４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定

1.651.651.651.65

1.621.621.621.62

211,742,864211,742,864211,742,864211,742,864 1.631.631.631.63

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通

60,639,26660,639,26660,639,26660,639,266

資産合計資産合計資産合計資産合計 130,231,929130,231,929130,231,929130,231,929 211,742,864211,742,864211,742,864211,742,864 1.631.631.631.63 負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計 130,231,929130,231,929130,231,929130,231,929

226,597 純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 93,406,40793,406,40793,406,40793,406,407 151,103,598151,103,598151,103,598151,103,598

その他 4,142,939 4,336,777 1.05 純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度

未収金 79,801 1,478,817 18.53 負債合計負債合計負債合計負債合計 36,825,52236,825,52236,825,52236,825,522

歳計現金 620,817 3,417,522 5.50 その他 100,107

３　流動資産３　流動資産３　流動資産３　流動資産 4,843,5574,843,5574,843,5574,843,557 9,233,1169,233,1169,233,1169,233,116 1.911.911.911.91 賞与引当金 232,420 364,960 1.57

その他 △ 32,425 △ 9,702 0.30 未払金 122,151 922,360 7.55

1.45

長期延滞債権 344,844 769,092 2.23 523,172

基金等 7,644,080 12,797,917 1.67 2,410,742 3,490,303

投資及び出資金 800,345 55,485 0.07 2,765,3132,765,3132,765,3132,765,313 5,400,9025,400,9025,400,9025,400,902 1.951.951.951.95

２　投資等２　投資等２　投資等２　投資等 8,756,8448,756,8448,756,8448,756,844 13,612,79213,612,79213,612,79213,612,792 1.551.551.551.55 その他 524,908

365,774 365,774 1.00 退職手当引当金 4,255,310 5,568,364 1.31

1.75

2,695 長期未払金 4,185,192 4,187,148 1.00

55,238,36455,238,36455,238,36455,238,364 1.621.621.621.62

116,265,754 188,301,890 1.62 地方債 25,619,707 44,957,944

１　公共資産１　公共資産１　公共資産１　公共資産 116,631,528116,631,528116,631,528116,631,528 188,670,359188,670,359188,670,359188,670,359 1.621.621.621.62 １　固定負債１　固定負債１　固定負債１　固定負債 34,060,20934,060,20934,060,20934,060,209

資産の部資産の部資産の部資産の部 普通会計普通会計普通会計普通会計 連結連結連結連結 連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通 負債の部負債の部負債の部負債の部 普通会計普通会計普通会計普通会計

（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率） 71.72%71.72%71.72%71.72% 71.36%71.36%71.36%71.36% 0.36%0.36%0.36%0.36%

連結連結連結連結 連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通
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② 行政コスト計算書 

行政コスト計算書における連結の特徴は、「社会保障給付」にかかるコス

トが高いこと、「保険料」や「事業収益」がといった収入が発生することにあ

ります。 

内訳を見てみると、「経常費用」では「国民健康保険事業」「介護保険事業」

「山城病院組合」「京都府後期高齢者医療広域連合」の占める割合が大きくな

っており、年々増加する社会保障経費を反映する結果となっています。「経常

収益」では、国民健康保険税などの「保険料」や上下水道使用料などの「事

業収入」、「分担金・負担金・寄附金」が大きく増加しています。 

その結果、行政コストに対する受益者からの負担割合を表す「受益者負担

率」は、普通会計の６．３６％に対し連結で４２．６７％と大きく増加して

います。 

これは、国民健康保険などの公営事業や水道事業、病院事業などの公営企

業は、原則的に受益者負担でまかなわれるべき事業であるからです。一方、

普通会計では、行政サービスにかかるコストが、受益者負担よりも税金でま

かなわれている割合が高いことを示しています。 

 

61%

61%

3%

17%

19%

13%

14%

6%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

負債負債負債負債

資産資産資産資産

○○○○ 連結貸借対照表構成比率連結貸借対照表構成比率連結貸借対照表構成比率連結貸借対照表構成比率

普通会計 水道事業 下水道事業 公立山城病院組合 その他
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○　行政コスト計算書　－普通会計と連結－○　行政コスト計算書　－普通会計と連結－○　行政コスト計算書　－普通会計と連結－○　行政コスト計算書　－普通会計と連結－ （単位：千円）

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

42.67%42.67%42.67%42.67% 6.716.716.716.71（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率） 6.36%6.36%6.36%6.36%

経常収益合計経常収益合計経常収益合計経常収益合計 1,384,2711,384,2711,384,2711,384,271 19,005,40419,005,40419,005,40419,005,404 13.7313.7313.7313.73

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト 20,375,74220,375,74220,375,74220,375,742 25,538,19825,538,19825,538,19825,538,198 1.251.251.251.25

４　事業収益 7,216,512

５　その他 512,454

２　分担金・負担金・寄附金 597,715 7,622,802 12.75

３　保険料 2,785,520

経常費用合計経常費用合計経常費用合計経常費用合計 21,760,01321,760,01321,760,01321,760,013 44,543,60244,543,60244,543,60244,543,602 2.052.052.052.05

１　使用料・手数料 786,556 868,116 1.10

支払い利息 497,202 963,600 1.94

その他 148,075 418,324 2.83

その他 142,280 149,326 1.05

４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト 645,277645,277645,277645,277 1,381,9241,381,9241,381,9241,381,924 2.142.142.142.14

補助金等 3,360,050 3,455,940 1.03

他会計への支出 2,486,216 128,766 0.05

10,400,76510,400,76510,400,76510,400,765 22,425,45222,425,45222,425,45222,425,452 2.162.162.162.16

社会保障給付 4,412,219 18,691,420 4.24

2.20

維持補修費 187,817 301,859 1.61

減価償却費 2,715,152 4,387,735 1.62

連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通

１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト 4,314,7184,314,7184,314,7184,314,718 8,366,0648,366,0648,366,0648,366,064 1.941.941.941.94

２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト 6,399,2536,399,2536,399,2536,399,253 12,370,16212,370,16212,370,16212,370,162 1.931.931.931.93

普通会計普通会計普通会計普通会計 連結連結連結連結

物件費 3,496,284 7,680,568

３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト

7%

38%

22%

14%

9%

8%

29%

13%

19%

15%

10%

3%

4%

4% 5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経常収益経常収益経常収益経常収益

経常費用経常費用経常費用経常費用

○○○○ 行政コスト計算書構成比率行政コスト計算書構成比率行政コスト計算書構成比率行政コスト計算書構成比率

普通会計 国民健康保険事業 介護保険事業

公立山城病院組合 京都府後期高齢者医療広域連合 水道事業

下水道事業 その他
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③ 純資産変動計算書 

「行政コスト計算書」で見たように、「保険料」や「事業収益」「分担金・

負担金・寄附金」の大幅な増加に加え、「国民健康保険事業」や「介護保険事

業」「京都府後期高齢者医療広域連合」において多額の補助金の受け入れがあ

るため、純資産の増加額は、普通会計の１億８，７５４万円と比較し、５億

９，８５５万円と大きくなっています。 

 

 

 

 

④ 資金収支計算書 

「経常的収支」の余剰により「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」

の不足をまかなっている傾向は、普通会計から変わりがありません。 

「経常的収支」では、「行政コスト計算書」で見たように、「社会保障給付」

にかかる支出が増加する一方で、事業収入や保険料、分担金・負担金・寄附

金が増加し、「その他収入」に計上されています。「基金取崩額」が大きく増

加しているのは「水道事業」によるものですが、「投資・財務的収支」におい

て一部積み戻しを行っているため、「基金積立額」が増加しています。 

「公共資産整備収支」では「地方債発行額」が増加しています。これは、

「水道事業」「下水道事業」などで新たな地方債を発行したことによるもので

す。 

○　純資産変動計算書　－普通会計と連結－○　純資産変動計算書　－普通会計と連結－○　純資産変動計算書　－普通会計と連結－○　純資産変動計算書　－普通会計と連結－ （単位：千円）

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高 93,406,40793,406,40793,406,40793,406,407 151,103,598151,103,598151,103,598151,103,598 1.621.621.621.62

その他 1,425,221 1,131,711 0.79

資産評価替・無償受入等 38,438 38,438 1.00

地方交付税 5,738,305 5,738,305 1.00

補助金等受入 4,613,140 10,480,117 2.27

（財源調達）

地方税 8,748,180 8,748,180 1.00

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 93,218,865 150,505,045 1.61

純経常行政コスト △ 20,375,742 △ 25,538,198 1.25

普通会計普通会計普通会計普通会計 連結連結連結連結 連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通
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○　資金収支計算書　－普通会計と連結－○　資金収支計算書　－普通会計と連結－○　資金収支計算書　－普通会計と連結－○　資金収支計算書　－普通会計と連結－ （単位：千円）

１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支

人件費

物件費

社会保障給付

その他支出

支出合計

地方税

地方交付税

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収入合計

２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支

公共資産整備支出

その他支出

支出合計

国県補助金等

地方債発行額

その他収入

収入合計

３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支

基金積立額

地方債償還額

その他支出

支出合計

公共資産等売却収入

その他収入

収入合計

9,604,287 2.45

1,392,954 1,394,952 1.00

3,926,544

期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高 740,650740,650740,650740,650 3,204,5363,204,5363,204,5363,204,536 4.334.334.334.33

期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高 620,817620,817620,817620,817 3,417,5223,417,5223,417,5223,417,522 5.505.505.505.50

153,037 166,224 1.09

当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額 △ 119,833△ 119,833△ 119,833△ 119,833 212,986212,986212,986212,986 △ 1.78△ 1.78△ 1.78△ 1.78

84,482 84,482 1.00

68,555 81,742 1.19

3,242,796 5,010,112 1.54

2,318,262 3,415,992 1.47

485,338 809,802 1.67

439,196 784,318 1.79

1,456,195 2,973,731 2.04

△ 3,089,759△ 3,089,759△ 3,089,759△ 3,089,759 △ 4,843,888△ 4,843,888△ 4,843,888△ 4,843,888 1.571.571.571.57

320,800 1,142,387 3.56

448,799 955,515 2.13

2,475,873 4,039,639 1.63

686,596 875,829 1.28

△ 1,065,908△ 1,065,908△ 1,065,908△ 1,065,908 1.051.051.051.05

2,257,014 3,832,985 1.70

218,859 206,654 0.94

507,116 160.73

2,249,558 19,619,954 8.72

22,102,092 45,656,190 2.07

39,533,408 2.18

8,791,576 8,791,576 1.00

5,738,305 5,738,305 1.00

7,489,329 2.14

4,412,219 18,691,420 4.24

5,981,653 5,106,405 0.85

連結連結連結連結 連結／普通連結／普通連結／普通連結／普通

3,989,6043,989,6043,989,6043,989,604 6,122,7826,122,7826,122,7826,122,782 1.531.531.531.53

4,222,332 8,246,254 1.95

普通会計普通会計普通会計普通会計

3,496,284

18,112,488

3,155

△ 1,019,678△ 1,019,678△ 1,019,678△ 1,019,678
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（３）連結 

ここでは、財務書類のうち連結について分析していきます。 

 

① 貸借対照表 

連結財務書類の約６割を占める普通会計の影響が出ていることが分かり

ます。「普通会計」で見たように、教育にかかる「有形固定資産」が増加する

とともに、「固定負債」も増加しており、資産の整備により将来世代の負担が

増加していることが分かります。 

「普通会計」以外では、「水道事業」において宮ノ裏浄水場にかかる資産

の整備が行われており、基金と地方債を財源としているため、資産である「基

金等」は減少し、負債である「地方債」は増加します。ただし、連結で見ま

すと、「基金等」は「普通会計」で増加しているためわずかな減少となってお

り、「地方債」は「下水道事業」などで地方債の償還が進むため、やや減少す

る結果となっています。 

「退職手当引当金」では、「水道事業」にかかる引当金を計上したため増

加しています。 

「短期借入金」は、「土地開発公社」が保有する土地を売却したため減少

しています。ただし、「普通会計」において一般財源と地方債を財源にして買

い戻しているため、資産である「歳計現金」が減少し、負債である「地方債」

が増加します。「有形固定資産」の増減は相殺されます。 

    

    

○　貸借対照表　－連結－○　貸借対照表　－連結－○　貸借対照表　－連結－○　貸借対照表　－連結－ （単位：千円）

(1) 有形固定資産 (1)

(2) 無形固定資産 (2)

(3) 売却可能資産 (3)

(4)

(1) ２　流動負債２　流動負債２　流動負債２　流動負債

(2) (1) 翌年度償還地方債

(3) (2) 短期借入金

(4) (3)

(4)

(1) (5)

(2)

(3)

４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定４　繰延勘定 276,294276,294276,294276,294

資産合計資産合計資産合計資産合計 211,742,864211,742,864211,742,864211,742,864 209,713,183209,713,183209,713,183209,713,183 2,029,6812,029,6812,029,6812,029,681 負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計 211,742,864211,742,864211,742,864211,742,864 209,713,183209,713,183209,713,183209,713,183 2,029,6812,029,6812,029,6812,029,681

平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

226,597 249,911249,911249,911249,911 △ 23,314△ 23,314△ 23,314△ 23,314 純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 151,103,598151,103,598151,103,598151,103,598 150,827,304150,827,304150,827,304150,827,304

その他 4,336,777 3,996,707 340,070 純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度

12,401

未収金 △ 41,087 負債合計負債合計負債合計負債合計1,478,817 1,519,904

３　流動資産３　流動資産３　流動資産３　流動資産 523,408523,408523,408523,408 賞与引当金

歳計現金 224,425 その他 100,107 87,706

△ 360,149

13,299 未払金

△ 189,928 523,172 883,321

基金等 △ 5,569 3,332,386 157,91712,803,486

２　投資等２　投資等２　投資等２　投資等 △ 182,198△ 182,198△ 182,198△ 182,198 その他

5,568,364365,774 510,205

地方債

1,949 長期未払金 2,085,947 2,101,201

1,711,7851,711,7851,711,7851,711,785 １　固定負債１　固定負債１　固定負債１　固定負債

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

53,418,40753,418,40753,418,40753,418,407

△ 4,860

3,417,522 3,193,097

60,639,26660,639,26660,639,26660,639,266

その他 △ 9,702 922,360△ 23,001

364,960 369,820

794,239

9,233,1169,233,1169,233,1169,233,116 8,709,7088,709,7088,709,7088,709,708

524,908

58,885,87958,885,87958,885,87958,885,879 1,753,3871,753,3871,753,3871,753,387

128,121

5,400,9025,400,9025,400,9025,400,902 5,467,4725,467,4725,467,4725,467,472 △ 66,570△ 66,570△ 66,570△ 66,570

長期延滞債権 769,092 959,020

3,490,303

13,794,99013,794,99013,794,99013,794,990

投資及び出資金 55,485 55,485

12,797,917

95,542429,36613,612,79213,612,79213,612,79213,612,792

5,148,884 419,480△ 144,431 退職手当引当金

2,695 746 4,187,148

1,819,9571,819,9571,819,9571,819,957

188,301,890 186,447,623 44,957,944 45,754,210 △ 796,2661,854,267

１　公共資産１　公共資産１　公共資産１　公共資産 188,670,359188,670,359188,670,359188,670,359 186,958,574186,958,574186,958,574186,958,574 55,238,36455,238,36455,238,36455,238,364

資産の部資産の部資産の部資産の部 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減 負債の部負債の部負債の部負債の部

（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率）（純資産比率） 71.36%71.36%71.36%71.36% 71.92%71.92%71.92%71.92% -0.56%-0.56%-0.56%-0.56%
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② 行政コスト計算書 

「純経常行政コスト」が大きく増加していますが、内訳を見てみると、連

結の特徴である「社会保障給付」にかかるコストが増加しています。これは、

「国民健康保険事業」「介護保険事業」「京都府後期高齢者医療広域連合」に

よるもので、「社会保障給付」にかかるコストは年々増加しています。 

「人にかかるコスト」は、「山城病院組合」における医師の増員などによ

り増加しています。 

「物にかかるコスト」は、「普通会計」での増加に加え、「山城病院組合」

における患者数の増などによる医薬材料費の増加が影響しています。 

「補助金等」「その他のコスト」「分担金・負担金・寄附金」などでは、連

結による内部取引の相殺により減少しています。 

 

 

○　行政コスト計算書　－連結－○　行政コスト計算書　－連結－○　行政コスト計算書　－連結－○　行政コスト計算書　－連結－ （単位：千円）

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

△ 702,795△ 702,795△ 702,795△ 702,795

４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト４　その他のコスト

25,538,19825,538,19825,538,19825,538,198 23,873,02023,873,02023,873,02023,873,020 1,665,1781,665,1781,665,1781,665,178

３　保険料 2,785,520 2,718,130 67,390

19,005,40419,005,40419,005,40419,005,404 19,708,19919,708,19919,708,19919,708,199

その他 418,324 915,040

43,581,21943,581,21943,581,21943,581,219 962,383962,383962,383962,383

7,622,802

44,543,60244,543,60244,543,60244,543,602

５　その他 512,454

11,326

1,197,878

301,859 290,533

△ 148,326

7,279,640 △ 63,128

1,381,9241,381,9241,381,9241,381,924 1,905,1581,905,1581,905,1581,905,158 △ 523,234△ 523,234△ 523,234△ 523,234

8,366,0648,366,0648,366,0648,366,064

減価償却費 4,387,735 4,309,454 78,281

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

支払い利息

２　分担金・負担金・寄附金

経常収益合計経常収益合計経常収益合計経常収益合計

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト

12,370,16212,370,16212,370,16212,370,162 11,764,57911,764,57911,764,57911,764,579

社会保障給付 18,691,420 17,493,542

３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト３　移転支出的なコスト 22,425,45222,425,45222,425,45222,425,452 21,821,08721,821,08721,821,08721,821,087

２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト２　物にかかるコスト

7,164,592

１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト１　人にかかるコスト

605,583605,583605,583605,583

物件費 7,680,568

3,740,361 △ 284,421補助金等

8,090,3958,090,3958,090,3958,090,395

維持補修費

3,455,940

他会計への支出 128,766 289,532

その他 149,326 297,652

△ 160,766

963,600 990,118 △ 26,518

１　使用料・手数料 868,116 868,468 △ 352

△ 496,716

経常費用合計経常費用合計経常費用合計経常費用合計

718,850 △ 206,396

４　事業収益 7,216,512

8,123,111 △ 500,309

275,669275,669275,669275,669

604,365604,365604,365604,365

515,976

（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率）（受益者負担率） 42.67%42.67%42.67%42.67% 45.22%45.22%45.22%45.22% -2.55%-2.55%-2.55%-2.55%
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③ 純資産変動計算書 

「補助金等受入」では、「国民健康保険事業」「京都府後期高齢者医療広域

連合」における社会保障給付の増加に伴い、補助金の受入が増加しています。 

「その他」では、連結による内部取引の相殺により「出資の受入・新規設

立」が減少しています。 

「純経常行政コスト」が大きく増加していることから、純資産の増加はわ

ずかなものとなっています。 

 

 

 

 

④ 資金収支計算書 

「経常的収支」の余剰により「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」

の不足をまかなっている傾向は、普通会計から変わりがありません。 

大きな増減がある項目を見ますと、「経常的収支」における「その他収入」

と、「投資・財務的収支」における「その他支出」が大きく減少しています。

これは、前年度に「土地開発公社」の「長期借入金」を「短期借入金」に移

し替えたことによるものです。「長期借入金」を返済することで「その他支出」

が増加し、「短期借入金」を借り入れることで「その他収入」が増加したため

に、前年度の数値が大きくなっています。 

「公共資産整備収支」の規模が小さくなっているのは、「普通会計」の影

響に加え、「水道事業」「下水道事業」において「公共資産整備支出」が減少

しているためです。 

    

○　純資産変動計算書　－連結－○　純資産変動計算書　－連結－○　純資産変動計算書　－連結－○　純資産変動計算書　－連結－ （単位：千円）

※ 一部事務組合、広域連合等については、負担金の割合等により按分した数値を用いており、

年度間の負担割合の変動等により、前年度期末残高と当年度期首残高に差異が生じています。

その他 1,131,711 1,569,582

38,438 45,178

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高

5,286,232

補助金等受入 10,480,117 10,141,399

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 150,505,045 148,946,597 1,558,448

純経常行政コスト △ 1,665,737△ 25,538,198 △ 23,872,461

（財源調達）

地方税 40,8478,748,180 8,707,333

279,738279,738279,738279,738

地方交付税 452,073

338,718

△ 437,871

資産評価替・無償受入等 △ 6,740

151,103,598151,103,598151,103,598151,103,598 150,823,860150,823,860150,823,860150,823,860

5,738,305
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○　資金収支計算書　－連結－○　資金収支計算書　－連結－○　資金収支計算書　－連結－○　資金収支計算書　－連結－ （単位：千円）

１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支１　経常的収支

人件費

物件費

社会保障給付

その他支出

支出合計

地方税

地方交付税

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収入合計

２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支２　公共資産整備収支

公共資産整備支出

その他支出

支出合計

国県補助金等

地方債発行額

その他収入

収入合計

３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支３　投資・財務的収支

基金積立額

地方債償還額

その他支出

支出合計

公共資産等売却収入

その他収入

収入合計

※ 一部事務組合、広域連合等については、負担金の割合等により按分した数値を用いており、

年度間の負担割合の変動等により、前年度期末残高と当年度期首残高に差異が生じています。

9,604,287 9,054,217

1,394,952 1,683,308 △ 288,356

期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高 3,417,5223,417,5223,417,5223,417,522 3,193,0973,193,0973,193,0973,193,097 224,425224,425224,425224,425

当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額 212,986212,986212,986212,986 △ 376,642△ 376,642△ 376,642△ 376,642 589,628589,628589,628589,628

期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高 3,204,5363,204,5363,204,5363,204,536 3,569,7393,569,7393,569,7393,569,739 △ 365,203△ 365,203△ 365,203△ 365,203

81,742 117,619 △ 35,877

166,224 212,605 △ 46,381

84,482 94,986 △ 10,504

809,802 2,265,744 △ 1,455,942

5,010,112 6,765,439 △ 1,755,327

784,318 1,271,644 △ 487,326

3,415,992 3,228,051 187,941

△ 4,843,888△ 4,843,888△ 4,843,888△ 4,843,888 △ 6,552,834△ 6,552,834△ 6,552,834△ 6,552,834 1,708,9461,708,9461,708,9461,708,946

955,515 2,002,769 △ 1,047,254

2,973,731 4,228,159 △ 1,254,428

875,829 1,128,730 △ 252,901

1,142,387 1,096,660 45,727

206,654 297,652 △ 90,998

4,039,639 5,827,972 △ 1,788,333

△ 1,065,908△ 1,065,908△ 1,065,908△ 1,065,908 △ 1,599,813△ 1,599,813△ 1,599,813△ 1,599,813 533,905533,905533,905533,905

3,832,985 5,530,320 △ 1,697,335

19,619,954 21,140,747 △ 1,520,793

45,656,190 46,312,066 △ 655,876

5,738,305 5,286,232 452,073

507,116 415,475 91,641

550,070

39,533,408 38,536,061 997,347

8,791,576 8,732,087 59,489

18,691,420 17,898,076 793,344

5,106,405 4,988,659 117,746

8,246,254 8,032,430 213,824

7,489,329 7,616,896 △ 127,567

平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 平成２２年度平成２２年度平成２２年度平成２２年度 増減増減増減増減

6,122,7826,122,7826,122,7826,122,782 7,776,0057,776,0057,776,0057,776,005 △ 1,653,223△ 1,653,223△ 1,653,223△ 1,653,223
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（４）総括 

これまでの財務書類の分析から、次のことが明らかとなりました。 

 

①「貸借対照表」から分かったこと 

減価償却による「資産」の減少（施設の老朽化）よりも、新たな「資

産」の整備が進んでおり、市街地の開発が進む本市の特徴を示してい

ます。しかし、一方で、「負債」が大きく増加しており、将来世代の

負担が増加しています。 

 

②「行政コスト計算書」から分かったこと 

「社会保障給付」は、「経常行政コスト」の約４０％を占めており、

年々増加しています。持続可能な財政運営には、行政コストの削減と

ともに適正な受益者負担が必要となります。また、「減価償却費」の

増加による施設の老朽化が進んでいます。 

 

③「純資産計算書」から分かったこと 

本年度は、減少要因となる「経常行政コスト」が増加していますが、

地方税や地方交付税が増加したため、合計するとわずかに「純資産」

は増加しています。 

 

④「資金収支計算書」から分かったこと 

「経常的収支」の余剰（地方税や地方交付税、保険料、事業収入、負

担金など）により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の

不足をまかなっています。「経常的収支」の余剰が多いほど財政に弾

力性があると言えます。 

 

木津川市では、学研都市開発に伴う都市基盤整備が進められています。しか

し、同時に、将来世代への負担が増加していることが分かりました。今後も新

設小学校やクリーンセンターの建設などが控えており、この傾向が続くことが

予想されます。 

一方で、施設の老朽化も進んでいることが分かりました。今後は多くの老朽

化施設の更新が必要となることが予想されます。 

また、年々増加する社会保障経費については、全国的な問題となっていま

す。 

これらの問題に加えて、木津川市では平成２８年度から段階的に地方交付

税が減額されます。※ 

このような状態が続くと、負債の多くは残ったままで、施設の老朽化で資

産は減少し、その結果、純資産は減少し、これまでの世代の蓄積を食いつぶ
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して将来世代に負担を先送りすることとなり、さらには、経常的収支の余剰

が減少して財政は硬直的になる、といった最悪の状況になりかねません。地

方交付税の減額は、これに拍車をかけることになります。 

財務書類を分析することで、このような状況を認識し、増加する将来負担

にどのように対応していくのか、老朽化する施設をどのように更新していく

のか、将来世代とこれまでの世代の負担をどう調整していくか、といった長

期的な視点で持続可能な財政運営に臨む必要があると言えます。 

 

 

 

※普通交付税の合併算定替 

「旧町ごとに算定した普通交付税の合計額」と「新市として算定した普

通交付税の額」を比較して、大きい方の額を新市の普通交付税とする制度で

す。 

この特例措置は、木津川市では合併後９年間適用され、１０年目からは

５年間をかけて段階的に減額されます。平成２３年度では、その増加額は約

１５億円にもなります。 

 

 

木津町

＋ 木津川市

加茂町

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

以降

平成19～27年度

約15億円

旧町ごとに算定した
交付税額の合計

山城町

＋
増加額

通常の算定による
交付税額

段 階 的 に 減 額


